
 

令和４年度 埼玉県内企業に対する海外ビジネス意向調査結果 

 

●はじめに 

  埼玉県では、 県内企業の海外事業展開の実態や自治体・公的機関に対する支援 

 ニーズを把握するために毎年度「海外ビジネス意向調査」を実施しています。 

  これまでの調査は、埼玉県、（公財）埼玉県産業振興公社、（独）日本貿易振興 

 機構（ジェトロ）埼玉貿易情報センターの３者の取引先企業等を対象に実施しま 

 してきましたが、令和４年度は、「海外ビジネスに取り組んでいない企業」も対象 

 とするなど、より広い領域を対象とした調査を実施することで、県内企業全体の 

 傾向の分析を図りました。（調査受託者：株式会社帝国データバンク） 

 

●調査結果の概要 

１ 海外ビジネスに取組む企業 

  ○ 取組む理由は「海外需要の増加」（33.0%）、「海外市場の開拓（29.4%） 

   が高く、海外の販路拡大の意欲が高いことがうかがえる。 

  ○ ビジネス形態は「直接輸入」（38.8％）、「直接輸出」（25.1%）、「現地 

   法人（生産拠点）」（19.9％）の順で、貿易に取組む企業が多い。 

  ○ 展開先は「中国」（60.1%）、「台湾」（25.1%）、「アメリカ（23.1％） 

   の順で、東アジアが高い。 

  ○ 課題は「海外リスク（為替・治安・感染症等）」（47.4%）、「商品・サー  

   ビスの品質維持」（35.6%）、「現地ビジネスパートナーの確保・関係維持」 

   （28.7%）の順で、コロナ禍など昨今の社会情勢の変化に苦慮している様子が 

   うかがえる。 

 

 ２ 社会情勢が海外ビジネスに与える影響 

  ○ 「マイナスの影響があった」とする企業の割合は、「円安」（61.7%）で最 

   も高い。 

  ○ 一方で、「円安によりプラスの影響を受けた」とする企業も約 1割ある。 

  ○ コロナ禍によるマイナスの影響も約 6割にのぼった。 

  ○ ロシア・ウクライナ情勢については「特に影響はない」（48.8%）とする企 

   業が最も多かった。 

 

 ３ オンラインによる海外ビジネス 

  ○ 「越境ＥＣ」、「オンライン展示会」については、いずれも約 2割の企業 

   が取組んでいるか、関心を持っている。 



  ○ 「越境ＥＣ」は、「販路拡大できる」（66.3%）ことにメリットを感じる企 

   業が多い。 

 

 ４ 海外ビジネスに取組んでいない企業 

  ○ 理由は「国内需要のみで十分」（36.5%）、「事業形態が海外展開に適さな 

   い」（35.2％）など。ただし、約 2割を占める「関心はあるが取組んでいな 

   い」企業では、海外市場や実務などの情報不足を理由に挙げる企業が多い。 

  ○ 関心を持つ段階から具体的検討に入るには、基礎知識・ノウハウ習得や、 

   自社製品の海外適性の把握が重要となる。 

 

５ 今後の海外ビジネス意向   

  ○ 約 2 割の企業が拡大意向を持つ。 

  ○ 事業形態は「貿易」（54.6%）が半数以上を占める。 

  ○ 展開先国は「中国」、「アメリカ」、「タイ」などが上位だが、インドや 

   欧州諸国も挙げられ、ニーズは多様化していることがうかがえる。 

  ○ 行政に期待する支援策は「情報収集、相談」（28.7%）が最も多い。 

 

  

  



 

●回答企業属性 

  

  ・回答企業は製造業が 56.3％、非製造業が 43.7%となった。 

  ・業種別では、「卸売業」が 28.2％で最も多く、「その他製造業」が 16.1％、「小売業」 

  が 9.8％と続いた。 

   

 

 

 

〔調査対象〕 

  県内に本社を有する企業 3,000 社 

   （1） 既に海外ビジネスを実施している企業 1,500 社  （2）（1）以外の企業 1,500 社 

  業種：①製造業 ②卸売業、小売業 ③学術研究、専門・技術サービス業 ④宿泊業、飲食サービス業 

     ※（1）（2）ともに、製造業から 750 社、その他業種から 750 社を抽出 

 

 

（回答率 31.0％） 

 

アンケート送付数 3,000 

回答企業数   930 



●海外ビジネス実施状況 

 

 ア  海外ビジネスに取り組む目的や理由 

・海外ビジネスに取り組む目的や理由は「海外需要の増加」が 33.0％で最も多く、次いで 

「海外市場の開拓」が 29.4％、「原材料、資源の確保」が 23.2％という結果となった。海外 

の販路拡大を目的とする企業が多い。  

 

 

  ・製造業・非製造業別にみると、製造業では「海外需要の増加」が 40.7％、次いで「海外市 

  場の開拓」が 36.9%と、全業種を合わせた結果と同様の傾向である。非製造業では「原材料、 

  資源の確保」が 26.6％で最も多いが、輸入を行う企業が多いためと推察される。 

 



イ ビジネス形態及び展開先国 

  ・海外ビジネスの形態では「直接輸入」が 38.8％と最も多く、次いで「直接輸出」が 25.1％、 

  「現地法人（生産拠点）」が 19.9％となった。自社で貿易を行う企業が多い。海外ビジネス 

  を行っている国は「中国」が最も多く、次いで「台湾」、「アメリカ」、「タイ」、「ベトナム」の 

  順となった。東アジアや東南アジアなどの国が多い。 

 

 

 

 

ウ 上位 10 か国におけるビジネス形態   

  ・国別のビジネス形態ではフィリピンを除く全ての国で「貿易」が最も多い。「タイ」、「フィ 

  リピン」、「ベトナム」では「現地法人」の比率が高い。「インドネシア」、「シンガポール」で 

  は「その他（生産委託、技術提携等）」の比率が高い。 

 



●海外ビジネスを行う上での課題 

 

 ・海外ビジネスを行う上での課題は「海外リスク管理（為替・治安・感染症等）」が 47.4％と 

 最も多く、不安定な海外情勢や円安などが海外ビジネスに大きな影響を与えていると考えられ 

 る。「商品、サービスの品質維持」、「現地ビジネスパートナーの確保・関係維持」など、海外 

 渡航制限により影響を受けやすいと思われる事項がそれに続いた。 

 

 

 ・製造業と非製造業を比較すると、「商品、サービスの品質維持」において非製造業が 11.7 ポ 

 イント高くなっている。非製造業は製造業に比べ現地法人を持つ企業の比率が低いため現地に 

 駐在する日本人社員が少ないことなどが影響していると推察される。 

 

 



●社会情勢の海外ビジネスへの影響 

 

 （１）新型コロナウイルス感染症による影響 

   ・新型コロナウイルス感染症による影響は、「マイナスの影響」が 57.7％で、6 割近くと 

   なった。具体例としては、港湾におけるコンテナ不足の影響や、ロックダウンによる納期 

   遅れ等が挙げられている。ただし、コロナ禍により需要が高まった商品等を扱う企業にお 

   いてはプラスの影響がでていることもうかがえる。製造業・非製造業という業種の違いに 

   よる大きな差はみられない。 

 

 

 （２）ロシア・ウクライナ情勢による影響 

   ・ロシアのウクライナへの侵攻による影響は、「特に影響はない」が 48.8%で最も多い。 

   「マイナスの影響」は 44.3％と高く、「プラスの影響」は 1.2％と非常に少ない。空路、 

   海路における迂回等の発生や原油・原材料の高騰などにより、ロシアのみならず世界各地 

   でのビジネスにマイナスの影響が出ていることが推察される。製造業・非製造業という業 

   種の違いによる大きな差はみられない。 

 

 



 （３）円安による影響 

   ・円安による影響は「マイナスの影響」が 61.7％で最も多い。輸入品の価格高騰のほか、 

   急激な為替変動そのものにより業務に影響が出ているという企業も見受けられた。一方で、 

   「プラスの影響」も 9.8%で約 1 割あった。業種別にみると、非製造業では「マイナスの 

   影響」が 71.8％で、54.4％である製造業より 17.4 ポイント高い。非製造業には輸入を 

   行う企業が多いためと推測される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



●海外拠点の撤退・移転 

 

 ・過去 1 年以内に海外拠点を撤退した企業は、検討中も含め 2.4％であった。海外拠点を別の  

 国に移転した企業は、検討中も含め 0.4％であった。国別では「中国」からの撤退や移転に関 

 する回答が多い。なお、海外拠点を日本国内に移転する、いわゆる国内回帰のケースはなかっ 

 た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



●オンラインによる海外ビジネスの状況 

 

 （１）越境 EC 

   ・越境 EC の利用状況は「利用している」が 5.0％、「利用していないが関心がある」が 

   14.1％、「利用しておらず、関心もない」が 73.4％となった。越境 EC を利用するメリッ 

   トは「販路拡大できる」が 66.3％と最も多く、海外販路拡大に有効と考えられている。 

 

 

 

   ・越境 EC で販路拡大する上での一番の課題は「商品知名度の向上」が 43.4％と最も多  

   く、EC モール上での自社製品の PR に課題を抱えている企業が多いと推察される。越境 

   EC を利用していない理由は「対応できる人材がいない」が 27.1％と最も多く、次いで「出 

   展国・EC モールに関する情報不足」が 22.0％で、情報・知識やスキルを持つ人材が不足 

   していることが推察される。 

 
 

 



 （２）オンライン展示会 

   ・海外オンライン展示会への出展状況では「出展したことがある」は 4.5％で、「出展経 

   験はないが関心がある」が 17.2％、「出展経験はなく、関心もない」が 71.3％となった。 

   海外オンライン展示会に出展できていない、又は利用しない理由は「業態が適さない」 

   が 26.2％と最も多い。次いで、「対応できる人材がいない」が 20.0％、「成果が得られる 

   と思えない」が 18.4％、「展示会に関する情報不足」が 15.7％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



●海外ビジネスに取り組んでいない企業 

 

 （１）現状及び理由 

   ・海外ビジネスに取り組んでいない企業の現状の詳細は、「関心がない」が 63.1％と最も 

   多く、次いで「関心はあるが取り組んでいない」が 19.1％、「検討した結果取り組んでい 

   ない」が 9.0％となった。「その他」は、以前取り組んでいたことがある企業などであった。 

    海外ビジネスに取り組んでいない理由は「国内需要のみで十分」が 36.5％と最も多く、 

   「業態が海外展開に適さない」が 35.2％で続いた。 

 

  

   ・現状の詳細で「関心はあるが取り組んでいない」と回答した企業だけをみると、「海外市 

   場に関する情報不足」と「手続きや実務上の情報不足」との回答が多く、情報収集に課題 

   を抱えていると推察される。 

 



  

 （２）新たに海外ビジネスに取り組むことを検討している企業 

 

    ア ビジネス形態及び展開先国 

     ・取り組みたい海外ビジネス形態は「現地法人」が 46.2%と最も多く、次いで「貿易」 

     が 38.5％、「その他（生産委託、技術提携等） 」が 26.9％となった。展開先国とし 

     ては「中国」が最も多く、次いで「シンガポール」、「タイ」とアジア各国が続いた。 

     様々なケースを想定して検討している様子がうかがえる。 

 

 

 

    イ きっかけ 

     ・海外ビジネスに取り組もうとしたきっかけは「海外市場の開拓」が 23.1％、次いで 

     「海外需要の増加」が 19.2％であった。すでに海外ビジネスに取組んでいる企業では 

     あまり多くない「国内需要の減少」が 15.4％でそれに続いており、国内市場の縮小を 

     感じて海外に目を向ける企業が増えていると推察される。 

 

 

    ウ 現在の課題 

     ・「社内人材の確保」が 42.3％と最も多い。海外ビジネスのノウハウを持つ人材の育 

     成が一番の課題であると推察される。 

 

 

 



 

 

 

 （３）海外ビジネスに関心がある企業 

 

    ア ビジネス形態及び展開先国 

     ・関心のあるビジネス形態では「現地法人」が 52.0%、「貿易」が 50.0％と、それぞ 

     れが約半分を占める結果となった。展開先国は東南アジア・東アジアが多く、すでに 

     海外ビジネスに取組んでいる企業が関心のある国と同じような傾向にある。 

 

 

 

 

 

 



 

    イ 具体的検討に入るために必要な事項 

     ・どのような状態になれば具体的検討に入れるかについては、「海外ビジネスの基礎 

     知識・ノウハウの習得」と「社内人材の確保」がともに 40.8％であった。代表者や社 

     員等が海外ビジネスの知識・ノウハウを身に付けることが必要と考えていると推察さ 

     れる。また、「自社製品の海外適正の把握」も 32.7％と、ポイントが高い。 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

●海外ビジネスの今後の展望 

 

 （１）意向 

   ・海外ビジネスの今後の展望は「拡大したい」が 18.7％で、新型コロナウイルスの流行や 

   円安の進行など海外ビジネスを取り巻く環境が不安定な中でも 2 割近い企業が拡大の意向 

   を持っている。「縮小したい」とする企業は 1.1％にとどまった。 

 

 

 （２）拡大したいビジネス形態及び展開先国 

   ・ビジネス形態では「貿易」が 54.6％と半数を超え、次いで「現地法人」が 29.9％、「そ 

   の他（生産委託、技術提携等）」が 23.0％となった。比較的新しく登場したビジネス形態 

   である「越境 EC」に関心を寄せる企業も 1 割強確認できた。今後取り組みたい国・地域 

   では「中国」が 29.9%、「アメリカ」が 20.7％、「タイ」が 19.0％の順となっているが、 

   世界の各地域の国が挙げられており、ニーズは多様化していることが推察される。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



●期待する支援策 

 

 ・海外ビジネスに関し、行政に期待する支援策は「情報収集、相談」が 28.7％と最も多く、 

 「市場動向調査」が 17.7％、「ビジネスマッチング」が 15.6％と続いた。 

 

 

 

 

 ・海外展開企業、非展開企業別にみると、いずれにおいても「情報収集、相談」が最も多い。 

 「展示会への出展支援」のニーズは非展開企業では低いものの、海外展開企業の中では比較  

 的高い。 

 
 

 
以上 






